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平成２９年度 事業報告 

 

【報告の概要】                                                                                         

平成２９（２０１７）年度は世界的な景気拡大の一方で、東アジアや中東で

の緊張関係の高まりなど不透明な社会状況が続く中、我が国では緩やかな景気

回復が継続した。 

 東京では、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会に向けて施設

整備が最盛期を迎える一方で、２９年度の都内の新設住宅着工戸数は２８年度

を７％超下回った。 

このような事業環境の下で、都民にとって快適で、災害に強い地域社会の形

成という当財団の基本的な使命をしっかりと果たすべく、将来にわたる安定的

な経営に向けて経営計画を策定するとともに、積極的に各事業に取り組んだ。 

 公益目的事業については、防災・まちづくり総合支援事業として、防災都市

づくりや、建築物の耐震化をはじめ定期報告事業など幅広く取り組み、概ね順

調に推移した。新規事業としては、８月から建築物のエネルギー消費性能判定

事業を開始した。 

 収益事業については、住宅瑕疵担保責任保険等事業では、都内の新設住宅着

工戸数が減少する中で、戸建住宅は概ね計画戸数の保険契約を達成したものの、

共同住宅の保険契約の落ち込みが大きく、全体では計画を下回った。一方で、

宅地建物取引士資格試験については、地価の上昇などもあり、申込者数が

２８年度比約６％増加し、５４，７２７名となるなど順調に推移した。 

 経営基盤の強化に向けた取組としては、低金利下にある中での資金運用に向

けて、規程等の整備に取り組むとともに、新年度から住宅確保要配慮者に対す

る新たな事業を受託するべく必要な準備を行った。さらに、必要な事業には経

費を充当するなどメリハリをつけた事業執行に努めた結果、２８年度比で収益

費用共に減少したが、当期黒字を確保した。  

具体的な取組状況は以下のとおりである。   
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Ⅰ 公益目的事業 

１ 防災・まちづくり総合支援事業 

１４の個別事業を有機的・一体的に運用し、防災・まちづくりを総合的に

支援する事業 

(1) 都市再生支援事業 

  都民、関係事業者、区市町村等を対象に下記の各種支援を実施した。 

 

①  まちづくり専門家、マンションアドバイザー等の紹介・派遣業務 

２９年度のまちづくり専門家の派遣は、木密地域での建替え相談、沿道ま

ちづくりにおける税務・法律相談などで７７件、マンションアドバイザーの

派遣状況は、管理アドバイザー２１件、建替え・改修アドバイザー２１件の

計４２件であった。 

また、２９年６月に、２８年度に行った管理及び建替え・改修アドバイザ

ー制度の充実内容（活用メニューの充実及び関係法令の改正に伴う一部見直

し）に関するアドバイザーへの説明会を実施し、併せて、同年７月にホーム

ページを更新し運用を開始した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

まちづくり専門家 

の紹介・派遣件数 
７７件 ９０件 △１３件         

マ

ン

シ

ョ

ン 

管理アドバイザー 

派遣件数 
２１件 ２２件 △１件    

建替え・改修アド

バイザー派遣件数 
２１件 １４件 ７件    

  

② 民間賃貸住宅による避難者受入れ業務 

東日本大震災における避難者に対し、民間賃貸住宅による受入れ業務をと

おして復興支援に向けた取組を行った。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

賃貸住宅管理件数 
９９件 

（７１件） 

２２４件 

（９９件） 

△１２５件 

（△２８件） 

  注 年度当初の件数であり、（    ）内数字は年度末件数である。 
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(2) 防災都市づくり等協力事業 

① マンション耐震化フォローアップ業務 

２４年度から２７年度までの４年間に実施した旧耐震マンションの個別

訪問による耐震化啓発活動のフォローアップとして、対象マンションを個別

に再度訪問し、耐震化の更なる促進に向けた取組を進めた。２９年６月より

個別訪問を開始し、２９年度の目標１，３１０棟に対して１，４３４棟を訪

問した。 

マンションを訪問した際には、管理組合役員等に耐震化への取り組み状況

を聞くなどして現状把握をするとともに、東京都や区の助成制度やアドバイ

ザー派遣制度を紹介するなど、耐震化への更なる意識啓発に取り組んだ。 

 区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

マンション耐震化促進 

フォローアップ訪問棟数 
１,４３４棟 ２,００５棟 △５７１棟 

 

② 建築物の耐震化総合相談窓口業務 

建築物や住まいの耐震診断、耐震補強等に関する総合相談窓口を開設して

いる。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

総合相談窓口での 

相談回数 
１，７１６回 ２，８７０回 △ １，１５４回 

 

③ 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援業務 

沿道建築物の耐震化を促進するため、耐震診断アドバイザーを派遣し耐震

相談や予備調査などの業務を行った。２９年度の派遣件数は、特定沿道建築

物の耐震診断への助成が２８年度末で終了したことから、２８年を大幅に下

回り１０件であった。 

また、耐震改修等アドバイザー派遣については、２８年度より耐震改修未

実施の建物に対し、個別訪問による取組とともに、改修計画案の作成業務を

行う計画アドバイザーの派遣業務を行ってきた。こうした積極的な取組によ

り、２９年度の派遣件数は、２８年度を上回る９９４件となった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

耐震診断アドバイザー 

派遣件数 
１０件 ７０件 △６０件 

耐震改修等アドバイザー 

派遣回数 
９９４件 ６０７件 ３８７件 
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④ 整備地区内の耐震化に向けたアドバイザー派遣業務 

都の防災都市づくり推進計画に定める整備地域内住宅（木密地域内住宅）

で耐震診断等が未実施の建物所有者に対して、アドバイザーを派遣する業務

であり、２８年度から実施している。 

アドバイザー派遣の活用促進に向けて、アドバイザーの登録講習会を行い

その確保に取り組むなど、東京都と協力して進めたが、２９年度の派遣件数

は４件であった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

整備地区内アドバイザー 

派遣件数 
４件 ９件 △５件 

 

⑤ 建築物の耐震性能報告業務 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

報告書提出件数（累計） ５，９３２件 ５，７２６件 ２０６件 

 

⑥ 「耐震マーク表示制度」実施に関する業務 

建築物を安心して利用できるようにするため、耐震基準への適合が確認さ

れた都内全ての建築物を対象に耐震マークを無料で交付した。 

また、耐震改修をしている工事現場には、耐震マークを表示した掲示物（足

場シート及び仮囲いシール）を貸与する業務を行った。 

都では、交付枚数の拡大に向けて制度改正を行うなどの対応をしており、

今後も都と連携して取り組んでいく。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

耐震マークの交付枚数 １，５２２枚   １，８９６枚   △３７４枚   

掲示物の貸出枚数 １７枚   １２枚      ５枚   

 

⑦ 社会福祉施設等耐震化促進業務 

東京都が実施する社会福祉施設・医療施設等耐震化促進事業の対象となる

施設の耐震化に向けた実地調査、現況分析及び技術的支援を行った。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

社会福祉施設等 

耐震化促進件数 
４件 ４件 ０件 

 

(3) 東京都歴史的景観助成事業 

東京都選定歴史的建造物の所有者に対して、保存や修復工事に係る経費の一

部に対して助成を行っている。 

２９年度は、自由学園初等部と津田塾大学の２件に助成した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

助成件数 ２件 ０件  ２件 

  



 

 5 

 (4) 住宅性能評価事業 

２９年度も２８年度と同様、戸建住宅が少なく、ほぼ共同住宅の実績で占

められている。 

住宅性能評価については、２８年度と比較して、設計評価については都営

住宅の受注により約２５０件増加し、建設評価については、大規模物件が少

なかったため、３００件超減少したが、計画戸数は達成した。 

長期優良住宅事業については、事業計画の６割強の戸数を受注したが、

２８年度実績から、１００戸超減少した。その他の事業については、事業計

画の約９割の戸数を受注した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

住
宅
性
能
評
価
受
付
件
数 

住
宅
性
能
評
価 

設計評価 
戸建 ６戸 ７戸 △１戸 

共同 ７００戸 ４４７戸 ２５３戸 

建設評価 
戸建 ６戸 ２戸 ４戸 

共同 ３９３戸 ７１５戸 △３２２戸 

住宅取得資金贈与税非課税措置に係る 

住宅性能等証明 
４１戸 ５０戸 △９戸 

長期優良住宅建築等計画に係る 

技術審査 
３２戸 １３５戸 △１０３戸 

低炭素建築物新築等計画に係る 

技術的審査 
０戸 ０戸 ０戸 

すまい給付金住宅に係る証明書発行  １０戸      ８戸 ２戸 

実務講習会 
開催回数 ０回 ２回 △２回 

受講者数 ０名 ３４５名 △３４５名 

 

（5） 東京都優良マンション登録表示事業 

本事業は、事業計画の４件、２８年度実績の３件に対して、１３件と大幅な

増加となった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

優良マンション認定登録件数 １３件 ３件 １０件 
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 (6） 高齢者等居住支援事業 

「あんしん居住制度」における新規の契約件数は、６７件であり、その内訳

は、Ａ契約５件、Ｂ契約６件、Ｃ契約１１件、ＡＢＣ契約７件、ＢＣ契約３７件

（うち、月払いタイプ６件）、ＡＣ契約１件であった（Ａ：見守りサービス、

Ｂ：葬儀の実施、Ｃ：残存家財の片付け）。 
都内各区市の高齢者居住支援担当課、社会福祉協議会、地域包括支援センタ

ーなどを訪問（合計６０回）し、高齢者等居住支援事業についての広報活動を

積極的に行った。 
区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

「あんしん居住

制度」業務 

新規契約件数 ６７件 ６９件 △２件 

高齢者からの 

相談件数 
７３９件 ７４３件 △４件 

高齢者向け民間賃貸住宅 

情報提供件数 
２９１件 ２７０件 ２１件 

 

（7） 建築確認検査事業 

① 建築確認検査業務等 

２９年度の確認審査、完了検査の受注件数は目標件数を上回ったものの、

戸建住宅等の中小規模の建築物件の受注減が響き、確認検査件数等の合計で

は２８年度と比して減少した。 

 

② 建築確認検査適正普及業務 

  特別区及び市の研修生３名を受入れ建築審査実務研修を行うとともに、「東

京都指定確認検査機関連絡会」(３９機関)の事務局として建築行政情報連絡会

議を９回（意匠・構造・設備の合計回数）開催した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

 

検
査
件
数
等 

建
築
確
認 

確 認 審 査 ３４６件   ３４０件   ６件   

中 間 検 査   ６５件   ８４件   △１９件   

完 了 検 査   ２１２件   ２０５件   ７件   

適 合 証 明  １１１件   １２４件   △１３件   

実務講習会 
開催回数 ０回   ３回   △３回   

受講者数 ０名   ３７０名   △３７０名   

（＊確認審査件数は、建築物、昇降機、工作物等の確認申請受付件数に仮使用認定件数を加えた件数） 
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（8） 構造計算適合性判定事業 

① 構造計算適合性判定業務 

２９年度の受注件数、受注棟数は、順調であった２８年度比で、件数で

約１０％、棟数で約１５％の増となった。 

 

② 構造計算適合性判定適正普及業務 

適判機関からなる「東京都指定構造計算適合性判定機関連絡会」の事務局 

として、都内の判定業務に係る制度の円滑な推進のため、同連絡会を１回開

催した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

構造計算適合性判定受付件数 ５２６件 （623 棟） ４７０件 （543 棟） ５６件 （80 棟） 

実務講習会 

開催回数 ０回 ２回 △２回 

受講者数 ０名 ３４５名 △３４５名 

 

（9） 技術性能評価事業 

高さが６０ｍを超える工作物（高さ１５０ｍの煙突）の時刻歴応答解析等

の評価を１件、大規模展示施設の避難安全検証の評価を２件行い、大臣認定

のための評価書を交付した。 

また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック大会の観覧施設１件

と大規模地下街の改修１件の評定を行い、評定書を交付した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

技術性能評価件数 ３件 ５件 △２件 

技術性能評定件数 ２件 ０件  ２件 
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（10） 定期調査報告事業 

① 定期調査報告審査業務 
２９年度は、３年毎に報告が必要な事務所や小規模な物販店舗等の特定建

築物に、毎年報告が必要な映画館や百貨店等の特定建築物を合わせた

１０，８３０件を受付目標件数とした。実績は１１，１２０件であり目標を

約３％上回った。報告受付件数は、３年前の２６年度受付件数１０，７２４件

を３９６件上回った。 

 

② 定期調査報告促進業務 

建物所有者等に対する定期調査報告の普及啓発のため、都要領改正に伴う

提出部数の変更等を３月にホームページに掲載した。また、３０年２月１３日

に開催した定期調査報告実務講習会をとおして、調査者の調査技術の向上、

定期調査報告に関する情報の共有等に取り組んだ。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

受
付
件
数 

定
期
調
査
報
告 

毎年報告する建築物 １，５５０件 １，５２８件 ２２件 

３年毎に報告する 

建築物 

９，５７０件 

事務所等 

１１，１１８件 

病院・学校等 
△１，５４８件 

実務講習会 

開催回数 １回 １回 ０回 

受講者数 ４１６名 ４１５名 １名 

 

③  防火設備定期検査報告業務 

２８年６月の改正建築基準法の施行にあわせ業務を開始した。新制度が故

に周知度の低いことが想定されたことから、各特定行政庁との連携のもと、

２８年度と同様に防火設備定期検査報告対象建築物（定期調査報告が必要な

特定建築物と同一）の所有者等に対して、約１５，０００通のダイレクトメ

ールを発送した。上半期での受付件数は２，０４５件にとどまっていたが、

下半期では毎月着実に報告件数が増加し、２、３月には駆け込みの報告が急

増したこともあり、最終的に２９年度の実績は７，７５３件となった。 

 

 ④ 防火設備定期検査報告促進業務 

  制度の概要や年度別に報告対象となる建築物の種類等をホームページに

掲載したほか、区市の広報誌に制度概要を掲載するなど、各特定行政庁と連

携強化を図りながら、所有者等に対して、防火設備の報告を促した。 

  また、２９年９月１日と９月１９日に開催した検査資格者向けの防火設備

実務講習会をとおして、検査者の検査技術の向上や適切な報告書作成方法の

周知を図った。  
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区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

 防火設備報告受付件数 
 

７，７５３件  
 

  
２，４７３件  

 
５，２８０件        件 

実務講習会 
開催回数    ２回  ２回     ０回  

受講者数 ２４９名   ３３８名   △８９名  

 

（11） 建築材料試験事業 

① 建築材料試験実施業務 
２０２０年東京オリンピック・パラリンピック関連施設の本格着工を受け、

鉄筋コンクリート用棒鋼の引張試験は、２８年度比９％、コンクリート圧縮

強度試験は、２８年度比２１％の増となった。コンクリートコア試験は、東

京都の特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断がほぼ終了したこともあり、

２８年度比１１％の減となった。また、モルタル等の圧縮強度試験は、既成

杭の品質管理の強化などもあって、５７％増となった。 

 

② 建築材料試験普及啓発業務 

 「建築物の工事における試験及び検査に関する東京都取扱要綱」に基づき、

「建築工事施工計画等の報告と建築材料試験」の実務講習会を３回開催した。

ダイレクトメール等で実務講習会の開催日程を予め周知徹底した効果で受講

者数も、２８年度とほぼ同数となった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

建
築
材
料
試
験 

鉄筋コンクリート用棒鋼 

引張試験件数 
１５，３２１本  １４，１２４本  １，１９７本  

コンクリート 

圧縮強度試験件数 
１３，２７０組  １０，９７２組  ２，２９８組  

コンクリートコア試験件数 ３，６９２本  ４，１４７本  △４５５本  

モルタル等圧縮試験件数 ２，２２４組  １，４１４組  ８１０組  

実務講習会 

  開催回数 ３回  ３回  ０回  

 受講者数 １，８２７名  １，８７６名  △４９名  
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（12） 耐震改修評定事業 

昭和５６年５月以前の旧構造計算基準により建設された建築物の耐震診断

及び耐震改修計画等の技術的評定を行った。 

都内の公共建築物の耐震改修がほぼ終了したことと、特定沿道建築物の耐震

診断率が９７％に達したことなども少なからず影響し評定の受付件数は減少

している。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

耐震改修計画等評定件数 １３件 ２０件 △７件 

 

（13） 東京都木造住宅耐震診断事務所登録事業 

    東京都木造住宅耐震診断事務所登録制度に基づき、実務講習会を２回開催す

るとともに、一定の耐震診断や耐震補強設計等の技術を有する建築士が所属す

る事務所を新規に２８社登録した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

実務講習会 

開催回数 ２回   ２回   ０回   

受講者数 ２４５名   ３１４名   △６９名   

新規の耐震診断事務所登録数 ２８社   ３４社   △６社   

              ※３０年３月末時点の登録事務所の累計は、５５２社である。 

 

（14） 建築物のエネルギー消費性能判定事業 

新規事業として、２９年８月１日より業務を開始した。実績は、事業計画の

３割に留まったが、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック施設や比較

的大規模な建築物を受注した。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

建築物省エネ適合性判定受付

件数 
６件 ― ６件 
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Ⅱ 収益事業 

１ 住宅瑕疵担保責任保険等事業 

２９年度は、戸建住宅・共同住宅の合計で８，５４０戸の保険契約の申込

みを受け付けた。 

戸建住宅は、従前から継続的に利用している事業者からの安定した保険契

約申込みがあり、計画に対し９８．８％の実績となった。 

共同住宅については、２８年度、節税対策とマイナス金利政策を背景とし

て大幅に増加した小規模な共同住宅（賃貸アパート）が、２８年度比

２１．９％減少した。また、都営住宅については、工事発注が次年度に先送

りされたことにより２８年度比３８．３％減少した。これらが主に影響した

ことで、共同住宅全体では２８年度比２３．５％減少し、計画に対して

８３．３％の実績となった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

保険契約 

申込戸数 

戸建 １，８７８戸 １，９３１戸 △５３戸  

共同 ６，６６２戸 ８，７０３戸 △２，０４１戸  

 

２ 宅地建物取引士資格試験事業 

受験申込者数は、東京都内試験会場（３１会場）で５４，７２７名、２８

年度比６．０%増（全国５．２％増）となった。なお、受験者数は４３，３３５名

（受験率７９．２％）、合格者数は７，９６２名（合格率１８．４%）であった。 

区 分 ２９年度決算(A) ２８年度決算(B) 差引増減（A－B） 

受験申込者数 ５４，７２７名 ５１，６０８名 ３，１１９名 
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Ⅲ 管理・運営事項 

 

評議員会・理事会・評議員選定委員会開催状況    

＊開催回数：評議員会２回 、理事会４回、評議員選定委員会２回 


